
令和２年度 第１回柏原市まち・ひと・しごと創⽣総合戦略推進委員会

柏原市 政策推進部 企画調整課
令和２年１２⽉２１⽇（⽉）

第２期柏原市まち・ひと・しごと創⽣総合戦略 策定⽅針（案）



・第1期では、基本⽅針に基づく3つの戦略の柱を位置づけ、4つの基本⽬標を設定。
各⽬標に掲げた数値⽬標の達成状況は以下のとおり。

第2期柏原市まち・ひと・しごと創⽣総合戦略策定⽅針（案）

（１）第2期総合戦略策定の趣旨・背景

・出⽣率の低下によって引き起こされる⼈⼝の減少に⻭⽌めをかけるとともに、東京圏への⼈⼝の過度の集
中を是正し、それぞれの地域で住みよい環境を確保して、将来にわたって活⼒ある⽇本社会を維持すること
を⽬的に、2014年に「まち・ひと・しごと創⽣法」が制定

これまでの地⽅創⽣の流れ

・同法に基づき国は、2060年に1億⼈程度の⼈⼝を維持するなどの中⻑期的な展望を⽰した「まち・ひと・
しごと創⽣⻑期ビジョン」および「まち・ひと・しごと創⽣総合戦略」を策定

・本市においても、同法の趣旨を踏まえ、少⼦⾼齢化と⼈⼝減少という危機感を共有しながら、国・⼤阪
府の総合戦略を勘案し、第４次柏原市総合計画に掲げる将来像「市⺠が活きいきし、にぎわいにあふれ
ているまち 柏原」の実現に向け、平成27年度に「柏原市まち・ひと・しごと創⽣総合戦略」を策定

・令和元年度で第1期総合戦略の計画期間が終了するため、国は第1期の検証を⾏い、2019年12⽉
に「第2期まち・ひと・しごと 創⽣総合戦略」を策定

国の第2期総合戦略の主な⾒直し
・第1期の成果と課題を踏まえて、新たに横断的な⽬標の追加と⼀部の基本⽬標を⾒直した。

第１期総合戦略（４つの基本⽬標）

①地⽅にしごとをつくり、安⼼して働け
るようにする
②地⽅への新しいひとの流れをつくる
③若い世代の結婚・出産・⼦育ての希望
をかなえる
④時代に合った地域をつくり、安⼼なく
らしを守るとともに、地域と地域を連携
する

第2期総合戦略（４つの基本⽬標）

①稼ぐ地域をつくるとともに、安
⼼して働けるようにする
②地⽅とのつながりを築き、新し
いひとの流れをつくる
③結婚・出産・⼦育ての希望をか
なえる
④ひとが集う、安⼼して暮らすこ
とができる魅⼒的な地域をつくる
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※⾒直しの趣旨
基本⽬標２（地⽅とのつながりを築く観点の追加）
地域の活⼒を維持・発展させるためには、地⽅創⽣の当事者の最⼤化は不可⽋であることから、地域外からの担い⼿となる
「関係⼈⼝」の創出・拡⼤を図る
基本⽬標1・4（ひとが集う、魅⼒を育む観点の追加）
就職を機に東京圏に若者が集まる状況を踏まえ、単に雇⽤を創出するだけではなく、稼げる地域をつくり、賃⾦ややりがいの⾯
で魅⼒的なしごとの場を地⽅に創出する必要がある。また、住み続けたいと思えるような地域をつくるためには、豊かな⾃然・⽂
化の中で暮らしたい等、まちの魅⼒を育むことが重要

第1期総合戦略の計画期間延⻑

・当初5年間の計画期間として策定した第1期総合戦略を、令和2年度に策定する第5次総
合計画と整合性のとれた戦略とするため、計画期間を1年間延⻑

（２）第１期総合戦略の計画期間延⻑

基本⽬標 指標（基準値） 数値⽬標 現在値

①⼦育て環境ナンバーワンの
まち かしわら

⼦育て⽀援の満⾜度（3.24） 3.66 3.41

教育指導の満⾜度（2.95） 3.53 2.98

②働きやすいまち かしわら 若者の市内雇⽤者数の割合
（28.2%） 33.1% 29.1%

③住んでみたい、住み続けた
いまち かしわら

「住み続けたい」と答える⼈の割合
（66.6%） 81.7% 84%

市内への転⼊者（2,163⼈） 2,260⼈ 2,267⼈

市外への転出者（2,534⼈） 2,407⼈ 2,556⼈

④暮らしやすいまち かしわら

「住みやすい（暮らしやすい）と答える⼈
の割合」（27.7%） 37.7% 28%

健康づくりにおける満⾜度（3.51） 3.72 3.53

・２つの⽬標の達成に加え、ほとんどの項⽬で、基準値（戦略策定時）より改善されたが、市
外への転出者の項⽬のみ、基準値より数値が悪化した。

（３）第１期総合戦略の検証

基本⽬標の達成状況



（３）第１期総合戦略の検証
⼈⼝推移

第2期柏原市まち・ひと・しごと創⽣総合戦略策定⽅針（案）

・平成27年度（H28.3）に策定した⼈⼝ビジョン
を下回り、さらに社会⼈⼝問題研究所の推移よりも
下回る⽔準で推移している。

実際の⼈⼝（R2.10.31現在）

再掲 ⼈ 率（%）

0〜14歳 7,623 11.15

15〜64歳 40,531 59,31

65歳以上 20,184 29,54



（３）第１期総合戦略の検証

・2020年以降、⼤阪府と⽐べ⽣産年齢⼈⼝の減少が加速化。

柏原市の⼈⼝推移 ⼤阪府の⼈⼝推移

第2期柏原市まち・ひと・しごと創⽣総合戦略策定⽅針（案）



（３）第１期総合戦略の検証

・2015年と2045年を⽐較すると、⾼齢者（75歳以上）の割合が⼤幅に増加する⼀⽅、⽣産年齢⼈⼝の割合は、⼤幅に減少する。

⼈⼝構造

第2期柏原市まち・ひと・しごと創⽣総合戦略策定⽅針（案）



（３）第１期総合戦略の検証

・⾃然増減について、出⽣数は、減
少する⼀⽅、死亡数が増加し、⾃
然減が拡⼤傾向にある。

・社会増減は、5年間で改善傾向
にある。

第2期柏原市まち・ひと・しごと創⽣総合戦略策定⽅針（案）



（３）第１期総合戦略の検証

【柏原市】
・⼈⼝の社会減は1996年度から⽣じている。
・⼈⼝の⾃然減は2009年度から⽣じている。

柏原市の⼈⼝推移 ⼤阪府の⼈⼝推移

第2期柏原市まち・ひと・しごと創⽣総合戦略策定⽅針（案）



（３）第１期総合戦略の検証

柏原市の年代別転出⼊状況

・2010年→2015年にかけて20〜24歳→25〜29歳・ 25〜29歳→30〜34歳の転出超過が多い。

第2期柏原市まち・ひと・しごと創⽣総合戦略策定⽅針（案）

（20〜24歳→25〜29歳） （25〜29歳→30〜34歳）



（３）第１期総合戦略の検証

・転⼊、転出共に⼋尾市が多い。（９３⼈の転出超過）
・他府県では、奈良県⾹芝市が多い。（２１⼈の転出超過）

市町村別転⼊・転出ランキング

第2期柏原市まち・ひと・しごと創⽣総合戦略策定⽅針（案）



（３）第１期総合戦略の検証

・国・府においては2015年以降、微
減で推移しているが、柏原市は、平
成27年と⽐較し、0.18ポイント減少
した。

【参考】
合計特殊出⽣率とは「15〜49歳までの⼥性の年齢
別出⽣率を合計したもの」で、⼀⼈の⼥性が⼀⽣の
間に⽣むとしたときの⼦どもの数の平均を⽰すもの。

・2019年の全国の出⽣数は、過去
最⼩の86万4,000⼈。

第2期柏原市まち・ひと・しごと創⽣総合戦略策定⽅針（案）



（３）第１期総合戦略の検証

・平成 28(2016)年に前年より増加したものの、減少傾向で推移している。
・婚姻率は全国・⼤阪府と⽐べ、下回っている。

・離婚件数は、平成 26(2014)年から 28(2016)年にかけて減少していたが、平成
29(2017)年には増加に転じ、129 件となっている。

・柏原市の離婚率は、全国・⼤阪 府と⽐較すると、平成 29(2017)年は⼤阪府よ
り低いものの全国を上回っている。

第2期柏原市まち・ひと・しごと創⽣総合戦略策定⽅針（案）

【出典】柏原市こども未来プラン
【出典】柏原市こども未来プラン



（３）第１期総合戦略の検証

・男性の未婚率は、20〜29歳未満において、平成 17年以降低下している。

・30 歳以上では、平成２年から 平成 27年の間で、各年齢層とも 17 ポイント以上上昇している。

・ 平成 27年の柏原市の未婚率を全国・⼤阪府と⽐較すると、25 歳未満と 30 歳 〜39 歳については全国・⼤阪府を上回っている。

第2期柏原市まち・ひと・しごと創⽣総合戦略策定⽅針（案）

【出典】柏原市こども未来プラン

【出典】柏原市こども未来プラン



（３）第１期総合戦略の検証

・⼥性の未婚率は、男性同様いずれの年齢層においてもおおむね上昇している。

・平成２ 年から平成 27年の変化をみると、25〜49 歳で⼤幅に上昇している。

第2期柏原市まち・ひと・しごと創⽣総合戦略策定⽅針（案）

【出典】柏原市こども未来プラン

【出典】柏原市こども未来プラン



（３）第１期総合戦略の検証

・⼦育て期に当たる 30 歳代の就業率がその他の年齢 層に⽐べて⼤きく上昇している。
・特にこれまで最も低かった 30〜34 歳は 10 年 ごとに約10ポイントずつ上昇して、20 年間で20 ポイント以上⾼くなっている。

第2期柏原市まち・ひと・しごと創⽣総合戦略策定⽅針（案）

【出典】柏原市こども未来プラン



（３）第１期総合戦略の検証

・企業数、従業者数共に減少傾向にある。
・新型コロナウイルス感染症の影響を考えると、今後はさらなる減少の可能性がある。

第2期柏原市まち・ひと・しごと創⽣総合戦略策定⽅針（案）

【出典】RESAS(地域経済分析システム)



（３）第１期総合戦略の検証

・2012年と2016年で産業別従業者⼈⼝の割合に⼤きな変化はなく、国・府と⽐べ、製造業への依存が⾼い。

2016年2012年

第2期柏原市まち・ひと・しごと創⽣総合戦略策定⽅針（案）

【出典】RESAS(地域経済分析システム)



（３）第１期総合戦略の検証

有効求⼈倍率の推移 近畿の有効求⼈倍率の推移

・令和元年度までは有効求⼈倍率は堅調に推移していたが、本年の新型コロナウイルス感染症の影響で減少傾向にあり、
令和２年９⽉現在、令和元年度から、0.62ポイント減少。

第2期柏原市まち・ひと・しごと創⽣総合戦略策定⽅針（案）

【出典】⼤阪労働局 労働市場⽉報（⼀部加⼯）



（３）第１期総合戦略の検証
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・2019年までは減少傾向にあったが、新型コロナウイルス感染症の拡⼤以降、増加傾向にある。

第2期柏原市まち・ひと・しごと創⽣総合戦略策定⽅針（案）

【出典】⼤阪労働局 労働市場⽉報（⼀部加⼯）



（４）第１期総合戦略の総括

○３つの戦略の柱を位置付け、４つの基本⽬標を設定し、既存事業の推進や地⽅創⽣推進交付⾦を活⽤した事業を通し
て、第４次総合計画に掲げる柏原市の⽬標とする将来像「市⺠が活きいきとし にぎわいにあふれているまち 柏原」の実現に
向け取り組んできました。

○基本⽬標で設定した指標は、２つの⽬標の達成に加え、ほとんどの項⽬において改善が⾒られ、⼀定の取組効果があった
と考えられます。

○⼀⽅で、若い世代を中⼼とした転出の増加など、⼈⼝減少・少⼦⾼齢化に⻭⽌めはかかっていません。

○地⽅創⽣は、中⻑期のビジョンに基づく政策であり、⼈⼝減少や少⼦⾼齢化をはじめとした様々な課題に対する取組の効
果は緩やかに現れることから、既存施策については、ブラッシュアップ等を⾏って継続させるとともに、新たなチャンスを最⼤限活
かした、柏原市ならではの地⽅創⽣についても推進していく必要があります。

第1期総合戦略の総括

第2期柏原市まち・ひと・しごと創⽣総合戦略策定⽅針（案）



・柏原市の⼈⼝ビジョンは、２０６０年を対象期間に本市における⼈⼝減少をはじめとする地⽅創⽣に関する現状と課題を分析し、その課題解決に関する⽅向性を定めています。

第２期総合戦略の⽅向性

・第１期の検証を踏まえ、本市の⽬指すべき将来の⽅向性は第２期総合戦略においても継続し、国において新たに⽰された関係⼈⼝の取組みやSociety5.0、SDGsなどを取り
⼊れた施策についても推進します。

（５）第２期総合戦略策定に向けて

【地域におけるSociety5.0の推進】
Society5.0の推進に向けて、国の第２期戦略は未来技術の活⽤（※ AI・IoT・⾃動
運転・ロボット（ドローン含む） など）が、地域課題の解決・魅⼒向上に重要であるとし、
地⽅における未来技術の活⽤を強⼒に推進することとしました。

【地⽅創⽣SDGsの実現などの持続可能なまちづくり】

持続可能な開発⽬標（SDGs）は、「誰⼀⼈取り残さない」持続可能な多様性と包摂性のある
社会の実現を⽬指して、経済・社会・環境を巡る広範な課題解決に統合的に取り組むものです。

第2期柏原市まち・ひと・しごと創⽣総合戦略策定⽅針（案）



（ ５）第２期総合戦略策定に向けて（問題意識）

・男⼥ともに、若い世代の転⼊者数は増加傾向にある⼀⽅、転出者数も増加しており、社会減に⻭⽌めはかかっていない。

【市外への転出者の増加】

・市⺠意識調査における２０代の「住み続けたい」の項⽬は、他の年代に⽐べ低く、また、「住み続けたくない」の数値は、他の年代に⽐べて⾼い。

・若者が市外に転出せず、地域で就労できるような取組

【今後必要と考える取組】

【出典】令和元年度市⺠意識調査（※⼀部加⼯）

第2期柏原市まち・ひと・しごと創⽣総合戦略策定⽅針（案）

・若い世代に、地域との関わりを通じて、柏原市に愛着と誇りを感じてもらう取組

・地元企業等の育成
・創業⽀援の強化
・農業振興
・まちの魅⼒発信の取組
・⽇本遺産の取組（シビックプライド醸成）
・ 〃（観光施策）
・関係⼈⼝の創出・拡⼤の取組

（観光を契機に柏原市を知ってもらう、訪れてもらう、魅⼒を知ってもらう取組などを強化し、転⼊者増に繋がる取組も同時に⾏う。）



（ ５）第２期総合戦略策定に向けて（問題意識）

・男⼥ともに、若い世代の転⼊者数は増加傾向にある⼀⽅、転出者数も増加しており、社会減に⻭⽌めはかかっていない。

【市外への転出者の増加】

・市⺠意識調査における２０代の「住み続けたい」の項⽬は、他の年代に⽐べ低く、また、「住み続けたくない」の数値は、他の年代に⽐べて⾼い。

【出典】住⺠基本台帳⼈⼝移動報告

男⼥・年齢別転出者の推移

第2期柏原市まち・ひと・しごと創⽣総合戦略策定⽅針（案）



（５）第２期総合戦略策定に向けて（問題意識）

・⽣産年齢⼈⼝が減少しており、今後さらに加速化する。

【⽣産年齢⼈⼝の減少】

【今後必要と考える取組】

・地域外の担い⼿（⼈・NPO・企業）と地域内の新たな担い⼿（⼤学⽣・⾼齢者など）を掘り起こす取組。

※「関係⼈⼝」とは、移住した「定住⼈⼝」でも
なく、観光に来た「交流⼈⼝」でもない、地域と
多様に関わる⼈々を指す⾔葉。

【出典】総務省 関係⼈⼝ポータルサイト

第2期柏原市まち・ひと・しごと創⽣総合戦略策定⽅針（案）

・⼦育て⽀援の継続実施

・認定こども園の推進
・低年齢児の保育の推進
・⼦育て⽀援サービスの充実
・相談⽀援体制の強化
・⺟親労働拠点の充実
・⼤学との連携
・⽇本遺産
・関係⼈⼝の創出・拡⼤の取組

（観光を契機に柏原市を知ってもらう、訪れてもらう、魅⼒を知ってもらう取組などを強化し、働く世代を中⼼とした転⼊者増に繋がる取組も同時に⾏う。）



（Ⅰ）⽇本遺産の認定

・地域の歴史的魅⼒や特⾊を通じて我が国の⽂化、伝統を語るストーリーを⽂化庁が認定す
る⽇本遺産に「⿓⽥古道と⻲の瀬」、「葛城修験」の２つが認定。

・これを受け、今後は補助⾦を活⽤しながら、広域（柏原市・三郷町・⼤和川河川事務所）
で観光施策を展開予定。

事業名 概要 事業費（千円）

普及啓発事業 ⽇本遺産シンポジウム開催
ご当地商品開発 ４，２６０

情報コンテンツ作成事業 ⽇本遺産マップ作成 ６，０３３

調査研究事業 マーケティング調査・報告 ４，３５９

情報発信事業
ロゴマーク作成
WEBサイト制作
プロモーション動画制作

８，２５０

「⻯⽥古道と⻲の瀬」令和2年度実施予定事業（⼀部抜粋）

「葛城修験」令和2年度実施予定事業（⼀部抜粋）

事業名 概要 事業費（千円）

普及啓発事業 ⽇本遺産シンポジウム開催 ８，０００

調査研究事業 ⽇本遺産コンテンツ（周遊コース）の
開発 ５，４６６

情報発信事業 ⽇本遺産PR冊⼦作成 ３，１２０

（５）第２期総合戦略策定に向けて（具体的な取組み）
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（Ⅱ）観光分野における広域連携
・⼤阪観光局では、withコロナ期における国内需要を喚起するため、府内市町村と連携して新たなコンテンツの掘り起こしを⾏なっています。

・観光庁の補助⾦※を活⽤した、柏原市・⽻曳野市の⾃然環境・⾷・⽂化・歴史、ものづくりなどのテーマを掛け合わせた新たな⾼付加価値型サイクリングツアーを商品造
成するため実証事業が⼤阪観光局主導のもと実施されます。

※名称︓誘客多⾓化等のための魅⼒的な滞在コンテンツ造成に向けた実証調査

（５）第２期総合戦略策定に向けて（具体的な取組み）

【出典】⼤阪観光局
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（Ⅴ）新型コロナウイルス感染症（COVID-19）の感染拡⼤

・2020年に⼊り、新型コロナウイルスが世界的に流⾏したことにより、地域の経済・⽣活に多⼤
な影響が⽣じ、また、デジタル化の遅れなども顕在化しました。

・このため国は、まち・ひと・しごと創⽣基本⽅針2020にて雇⽤の維持と事業の継続、経済活
動の回復を図るとともに、感染症克服と経済活性化の両⽴の視点を取り⼊れ、社会全体の未
来技術の実装を推進するデジタルトランスフォーメーションの推進や地⽅創⽣臨時交付⾦の創
設による地⽅⾃治体の取組みへの⽀援、リモートワーク推進による地⽅への移住・定着の推進
などに取り組みなど、東京圏への⼀極集中、⼈⼝減少・少⼦⾼齢化へ取り組みを強化すること
としました。

出典︓まち・ひと・しごと創⽣基本⽅針2020概要

（柏原市の地⽅創⽣臨時交付⾦を活⽤した事業（⼀部抜粋））

事業名 概要 事業費（千円）

遠隔・オンライン学習の環境
整備、GIGAスクール構想
への⽀援事業

端末（タブレット）と学習⽀援ソフトの
導⼊ ２３０，７４０

公共施設のネットワーク環
境整備事業

⾼速ネット回線を整備し、公共施設に
オンライン環境を整備する ２５，５５９

キャッシュレスで地域活き活
き事業

キャッシュレス促進と事業者⽀援のため
キャンペーンを実施 ５１，１００

外⾷産業等応援前払い促
進事業

市内飲⾷店で利⽤できる先払いアプリ
の開発 ７，０３４

健康⽀援事業 オンライン健康教室を⾏い、新しい⽣
活様式を定着させる ７，９８５

妊産婦特別給付⾦ 特別定額給付⾦の⽀給要件から外れ
た妊産婦に対し、給付⾦を⽀給 ３８，０７５

かしわらっ⼦はぐくみ給⾷事
業

⼩・中学校の児童及び⽣徒の保護者
の経済的負担の軽減を図る ６１，８２１

STOP!新型コロナ宣⾔⽀
援事業

「感染防⽌ステッカー」の発⾏を受けた
事業者に対策費⽤を⽀援 ５０，０００

中⼩企業者等事業継続⽀
援⾦

中⼩企業者に対して事業継続の⼀助
となる⽀援を⾏う ５０，０００

（５）第２期総合戦略策定に向けて（新型コロナウイルス感染症）
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・令和３年を始期とする第５次総合計画では、市⺠アンケートや“柏原市の未来”を考える市⺠ワーク
ショックなどを通じて得られた市⺠の声を踏まえて、基本構想の最終案が策定されました。

第5次総合計画との整合性

・基本構想の最終案では、これからのまちづくりの⽅向性として、利便性や快適性の向上を図るほか、柏原
市の魅⼒である⾃然・産業・歴史などを活かした多くの⼈が集い交流するまちづくりやシビックプライドの醸成、
リスクマネジメントの徹底による安全・安⼼・健やかに暮らすことができるまちづくりなどが盛り込まれました。

・今後は、基本構想に掲げられたまちづくりの⽬標達成に向けて、まちづくりの分野毎に、達成⽬標や主要
取組を記載した基本計画を策定します。

・第２期総合戦略では、このまちづくり分野毎の取組みと総合戦略で定める政策プランの整合を図り、⼀
体となって地⽅創⽣を推進します。

計画期間
・２０２１（令和３）年度から２０２５（令和７）年度までの５年間とします。
※第５次柏原市総合計画の前期基本計画と同じ計画期間になります。

2021 2022 2023 2024 2025 2026 2027 2028 2029 2030

基本
構想

基本
計画

総合
戦略

１０年間

前期計画（５年間） 後期計画（５年間）

総合戦略計画期間（５年間）

【出典】第５次柏原市総合計画 基本構想⼀部抜粋

（５）第２期総合戦略策定に向けて（計画期間・総合計画との整合性）
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・総合戦略の実効性の観点から、これまで同様に、産官学⾦労で構成する「柏原市まち・ひと・しごと創⽣総合戦略推進委員会」において、毎
年度、重要業績評価指標（KPI）の達成状況や施策の進捗状況等を確認・検証することで、より効果の⾼い政策へとブラッシュアップしていき
ます。

（６）進⾏管理
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